高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱　新旧対照表

	新
	旧

	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）
第２条　（略）

（１）～（３）（略）

（４）)重度障害児者ヘルパー利用支援事業

　常時見守りが必要な重度障害児者が医療機関に入院等した際に家族に代わって見守り等を行う、又は、保護者

が常時見守りが必要な重度障害児者を、通所事業所へ送迎する際にヘルパー等の付き添いサービスを利用する事

業
（５）～（７）（略）

（８）医療的ケア児等支援事業

　　①（略）

②医療的ケア児・者が医療機関へ定期受診をする際、たんの吸引等の医療的ケアを行うために訪問看護師等が付

き添う事業

③（略）

（９）～（13）（略）

（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センター及び日中一時支援事業の受入体制強化等事業

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第10号まで、第13号及び第14号の規定に係るものについては市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、前条第11号及び第12号の規定に係るものについては事業所とする。ただし、前条第６号、第７号、第13号及び第14号に掲げる事業については中核市を、前条第11号及び第12号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。

２～３（略）

（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１)（略）

（２）補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。また、第２条第10号から第14号までの規定に係る事業は、20パーセントを超える減額及び配分も対象とする。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。
（３）～（５）（略）

（６）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円（ただし、第２条第10号から第14号までの規定に掲げる事業は30万円）を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。
（７）～（11）（略）

（12）補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に対して、第１号、第８号及び前号に掲げるもののほか、次の条件を付さなければならないこと。
　ア～イ（略）

（13）県税の納税義務者である場合は、県税を滞納していないこと。

（14）前各号に掲げるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項
（繰越しの承認の申請）

第11条　補助事業者は、補助金の交付の決定があった年度内に事業を完了しなければならない。ただし、繰越しの

承認を受けた場合は、この限りでない。

２　補助事業者が、前項ただし書の規定による繰越しの承認を申請するときは、別記第６号様式による補助金繰越承

認申請書に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（年度終了実績報告）

第12条　規則第11条第１項後段の規定による会計年度終了時における実績の報告は別記第７号様式によるものと
し、当該会計年度の翌年度の４月15日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の返還等）

第13条　（略）

（情報の開示）

第14条　（略）
（委任）

第15条　（略）
附則

１～２　（略）
３　この要綱は、令和４年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条第２項、第13条及び第14条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、
第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

業から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４
月１日から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年３月24日から施行する。
	高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助目的及び補助対象事業）
第２条　（略）

（１）～（３）（略）

（４）)重度障害児者ヘルパー利用支援事業

　常時見守りが必要な重度障害児者が医療機関に入院等した際に家族に代わって見守り等を行う、または、保護

者が常時見守りが必要な重度障害児者を、通所事業所へ送迎する際にヘルパーなどの付き添いサービスを利用す

る事業
（５）～（７）（略）

（８）医療的ケア児等支援事業

　　①（略）

②医療的ケア児・者が医療機関へ定期受診をする際、たんの吸引などの医療的ケアを行うために訪問看護師等が

　付き添う事業

③（略）

（９）～（13）（略）

（14）新型コロナウイルス感染拡大に伴う地域活動支援センターや日中一時支援事業の受入体制強化等事業

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条　補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第10号まで、第13号及び第14号は市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、前条第11号及び第12号は事業所とする。ただし、前条第６号、第７号、第13号及び第14号に掲げる事業については中核市を、第11号及び第12号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。
２～３（略）

（補助の条件）

第５条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１)（略）
（２）補助事業の内容等を変更しようとする場合は、事前に別記第２号様式による補助金交付変更申請書を提出して知事の承認を受けること。ただし、軽微な変更（補助金額の20パーセント以内の減額及び補助事業間の20パーセントを超えない範囲の配分の変更（未実施の補助事業への配分の変更を除く。また、第２条第10号から第14号までに係る事業は、20パーセントを超える減額及び配分も対象とする。）をいう。）をしようとする場合は、この限りでない。
（３）～（５）（略）
（６）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（取得価格又は効用の増加価格が50万円（ただし、第２条第10号から第14号までに掲げる事業は30万円）を超えるものに限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に知事の承認を受けなければならないこと。
（７）～（11）（略）

（12）補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に対して、第１号、第８号及び前号に掲げるもののほか、次の条件を付さなければならない。

　ア～イ（略）

（新）

（13)前各号に掲げるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項。
（新）
（新）

（補助金の返還等）

第11条　（略）
（情報の開示）

第12条　（略）

（委任）

第13条　（略）
附則

１～２　（略）

３　この要綱は、令和３年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条第２項、第11条及び第12条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
　附　則

　　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

　附　則

　　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附　則

　　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。
附　則

　　この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、

第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附　則

（施行期日）

　１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

　２　この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事

　業から適用する。

附　則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４

月１日から適用する


